
















は じ め に
　本稿は張紀潯と張一成の共同論文である（2）。本稿は外国人技能実習制度の歴史を観察し，その現状と
問題点を解明することを目的とする。その理由は以下のように二つがあげられる。










（ 3）	 張紀潯「中国における研修生派遣制度の仕組みと管理制度の特徴」城西大学経済・経営紀要第 17 巻第一号，
1999 年 3 月，19-52 頁。
（ 4）	 外務省，委託先財団法人国際研修協力機構「調査結果第二部，1印刷À社，3縫製 C社，5縫製 E社，8電
機H社，第三部特別寄稿「中国における研修・技能実習生の送り出しシステムと研修・技能実習の効果」『開
発途上国からの研修生等受け入れに伴う実態調査，技能実習生フォローアップ（第一回）調査報告書』による。

















　実は，日本における外国人労働者の数は，2018 年時点で約 146 万人を超えて過去最高を記録した。




いる。また，2018 年の技能実習生の失踪数は，9,052 人と 1万人に迫る勢いで増えている。当然，技能





































































わけである。その後，『雇用対策基本計画（雇対計画）』の第 2次計画（1973 年），第 3 次計画（1976
年）にいたっても，同様の閣議決定がなされてきた。














































1982 年 出入国管理及び難民認定法の改正（初めて研修生の在留資格が認められた）（在留資格 4-1-6 の 2）
1989 年 7 月 「外国人研修生にかかわる入国事前審査基準」（中小企業の要請により受け入れ基準の明確化）




1990 年 8 月 団体監理型研修制度の設置（中小企業団体を受け入れ主体とし中小零細企業も合法的に受け入れ
が可能に）
1991 年 財団法人国際研修協力機構（JITCO）の設立
1993 年 技能実習制度の成立（受け入れ職種 17 職種）（合計 2年間の技能実習制度（1年間研修後，1年
間就労を「技能実習」認可
1997 年 実習期間が 2年に延長（合計 3年間の技能実習制度となる）



























































減少の一途をたどる中で，技能実習生数自体は増加傾向を見せている。2014 年には 16.9 万人と 15 万人
を大きく超え，2017 年に 27.4 万人に達した（9）。
　表 2に示されるように，2017 年 6 月現在，国別にみれば，ベトナム人技能実習生が最も多い 104,800
人になっている。第 2位は中国人であり，79,959 人である。第 3位はフィリピン人で，25,740 人，第 4
位はインドネシア人，20,374 人である。ベトナム人は 42％を占め，中国人の 32％を加えれば，全体の
74％を占めている。このような状態は今も変わっていない。2018 年に技能実習生が 274,233 人に増え，


























では同法第 8条より第 16 条に至るまでに規定された「技能実習生ごとに作成する技能実習計画の認定































































習生は 274,233 人，そのうち，技能実習生第 1号から第 2号への移行者は 86,583 人を数える（12）。
第 2章　JITCOについて
　技能実習制度を検討するにあたって，JITCOの存在は避けて通ることができない。JITCOは既に述












『技能実習生の入国・在留管理に関する指針』（平成 24 年 11 月改訂）の「第 6 JITCOの活用」におい
て，「産業（現経済産業）省，労働（現厚生労働）省の各省共管（平成 4年に建設（現国土交通）省が


























ルーを除くと，2019 年現在で 1,919 機関となっている（15）。送り出し機関の選定に当たっては，以下のよ
うな規則が適用される（16）。
（14）	 法務省入国管理局『技能実習生の入国・在留管理に関する指針』（平成 24 年 11 月改訂）の「第 6 JITCOの
活用」より引用。
（15）	 JITCO「送出し国・送出機関とは」により引用。


































ある，ということである。技能実習生のサインが必要な申請書類，例えば履歴書 , 雇用契約書 , 雇用条












































































































































































































詳しく調査している。平成 30 年度に労働基準監督機関は実習実施者に対して，7,334 件の監督指導を実













た調査（29）によれば，全国の労働局などが監督指導を行った 5,966 ヶ所のうち，70.8％の 4,226 ヶ所にお
いて何らかの法令違反があった，ということが確認された。これは前年の 4,004 ヶ所に比較して 222 ヶ
所増えており，4年連続で過去最多の数字を示している。















（27）	 厚生労働省『技能実習生の実習実施者に対する監督指導・送検等の状況』平成 30 年による。
（28）	 グェン・テイ・ホアン・サー（2013）「日本の外国人研修制度・技能実習制度とベトナム人研修生」『佛教大
学大学院紀要　社会学研究科篇』41,	19-34 頁による。
（29）	 厚生労働省『外国人技能実習生の実習実施者に対する平成 30 年の監督指導，送検などの状況を公表します』







6時間を超え，8時間以下 最低でも 45 分































（31）	 農林水産省『農業分野における技能実習移行に伴う留意事項について』2000 年 3 月（最終閲覧日：2019 年
5 月 8 日）。http://www.maff.go.jp/j/keiei/foreigner/attach/pdf/index-43.pdf












日労働が行われていた。これは労働基準法第 32 条および同法 35 条違反であった。そのため，是正勧告
が行われた上，過重労働によって健康障害防止策として時間外・休日労働時間の削減が指導された。
　また，賃金についても，割増賃金が 1時間当たり 500 円と，法定割増率（時間外労働が 25％，休日



























































（33）	 近畿経済産業局『平成 28 年度アジア産業基盤強化等事業：TPP発効を見据えたベトナムのモノづくり拠点
化調査』70 頁による。






























































































お わ り に
　上記の検討を通じて以下の問題を明らかにすることができた。
　第一に，本稿を通じて技能実習制度の目的とその理念を明らかにしたことである。「技能実習法」は























によれば，これまでに外国人研修生のうち，中国人は最も多い。1997 年に中国人技能実習生は 4,530 人
32
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 The purpose of this paper is to examine the history and current status of the foreign technical Intern 
Training program of foreigners and to clarify its problems. The Technical Intern Training program of 
foreigners was established in 2016 by the grant of the “Technical Intern Law,” but the Postal program 
for Skills Implementation is based on the Foreigner Training program established in 1993. Both systems 
played an important role in Japan’s international contribution, intending to transfer skills and the like for 
developing countries and to cooperate on the development of people responsible for their economic de-
velopment.
 Although the technical intern training system was started as a part of international contribution 
activities in this way, there is a problem that Japan relies on the labor force of technical interns for the 
fields of work where Japanese workers do not want to work. There is a large gap between the objective 
of the program and realistic system management. In recent years, the problem of the disappearance of 
technical interns has been highlighted and has become a social problem.
 In the future, as the accepted number of foreign workers increases, the problems must rapidly in-
crease. Among many issues, there is a demand for improving the working environment. This paper also 
touches on the work environment issues. Improving the working environment is expected to be a signif-
icant issue.
It is the Problem with Skill Training System for Foreigners
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